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第5款持株減税特恵の内容と意義
相互参加の基準となる資本の25%超基準は，既述のように， 2つの理由から
定められた。即ち，第uこ， 25%は定款変更その他会社の構造変更に関する決
議を阻止するために十分であること。第2に，法人税法が定める持株減税特恵
は資本の25%から享受しうるから，企業にこの特恵の享受を可能ならしめるた
め， 25%から相互参加企業としないで， 25%超から相互参加企業としたことで
(1) 株主総会の決議は議決権の単純過半数を原則とするく1965年株式法第133条第1項〉。
しかし定款変更（第179条第2項〉，出資による資本増加（第182条第2項），転換社
債（Wandelsschuld verschrei bungen）又は利益配当附社債（Gewinnschuld verschrei-
bungen）の発行〔第221条第l項），通常の資本減少（ordentlicheKapitalherabsetung) 
（第222条第1項〉，簡易な資本減少（vereinfachteKapitalherabsetung) （第229条第
3項〉及び株式の消却による資本減少（Kapitalherabsetung<lurch Einziehung von 
Aktien）のうち簡易な手続（第237第3項）によらないもの（第237条第2項〉の場合
には， 「決議の際に代表される基本資本の少なくとも 4分の 3を含む」過半数が必要
である。従って資本の25%の所有はこれらの決議を阻止することができるので，間止
少数とも呼ばれる（Kubler,Gesellschaftsrecht, 1981, S. 211）。
-82-
- 83 -
ある。ここでは後者の理由，即ち，持株減税特恵の内容と意義について検討を
加えることにする。その際法人税法が定める持株減税特恵とそれ以外の税法が
定める持株減税特恵に区別して考察を進めることにする。
(1) 法人税法が定める持株減税特恵
法人税法が定める持株減税特恵は，その本質において，三重又はそれ以上の
課税の回避を目的とした。上位会社（0 bergesellschaf t）が下位会社（Unter-
gesellschaft）に資本参加し，上位会社が下位会社からその資本参加に基づいて
受領した利益持分を更に上位会社の社員に配当したと仮定すると，持株減税特
恵が認められなければ次の状態になる。下位会社の利益はまず下位会社におい
て法人税に服する。次いで上位会社は，その資本参加に基づいて所得を得たか
ら，ここで2度目の法人税に服する。そして上位会社から利益配当を受けた社
員は，今一度自然人であれば所得税に，資本会社であれば法人税に服する。従
って上位会社が多ければ多いほど下位会社の利益は法人税に服する回数が多く
なるO これに対して持株減税特恵が認められると，下位会社から取得した利益
持分は上位会社の所得の調査の際に賦課外とされるため，下位会社の利益は最
初と最後にのみ課税され，途中は課税されないことになる。従って法人税が高
ければ高いほど特恵を享受しうることによって受ける利益も大きいことにな
る。そしてこの特恵を享受するための前提の一つは， 1925年法人税法以来上位
会社が下位会社の資本に少なくとも 4分の l直接参加していることであった。
そのため報告者草案の様に相互参加基準を20%超とすることは相互参加企業に
(2）差し当たり Lenski/Schmidt,Korperschaftsteuer, 1972, S. 116; Knobbe/Kuek, 
Bilanz-und Unternehmenssteuerrecht, 2. Aufl., 1979, S. 364f.を参照されたい。
(3) 1920年法では常利会社の税率は所得の10%で， 1925年法では2υ%であった（第21条
第l号。但し有限会社については例外があった〉。 1934年法の普通税率は20%であっ
たが(19条第1項）， 1936年から上げられだし 1939年には30%になった。その後1948
年ないし1950年には50%, 1951年以降54年までは60%でその頂点に達した。 1955年に
は45%に下がったが， 1958年には再び51%に上げられた。この税率は特恵が廃止され
るまで維持され続いた。
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対して持株減税特恵を否定することを意味した。換言すれば，相互参加企業の
社員の受け取る利益は特恵を享受できない分だけ減るから，会社役員が相互参
加をするためには社員を納得させるだけの理由を必要とし，相互参加は税法の
側面から抑制されることを意味したので、あるO
1920年 3月30日の法人税法は1916年 6月21日の「戦争税法」第18条は倣って，
その第6条第8号で「証明しうるように査定の基礎とされる営業年度の開始以
来少なくとも他の営利会社の全株式，鉱山株，持分及び享益証券の5分の 1を
所有する営利会社の場合には，その分け前になる種類の利益持分」は， 「納税
義務ある所得とはみなされない」と定めていた。従って同法はまだ資本の25%
(4:) ちょうど株式法改正が検討されていた時期である1958年9月には株式の28%が持株
減税特恵関係の資本参加にあったと言われている。 Lenki/Schmidt,a. a. 0., S. ll5. 
(5) 第6条第8号は資本収益税法第16条第2号（後に第3条第l項第10号〉から生じた
が，この規定は戦争税法に倣ったことに基づく。 Vgl. Evers, Kommentar zum Kar-
perschaftsteuergesetz, 1923, §6 Anm 58; Rosendorff, Handausgabe des Korperschaft-
steuergesetz, 1921, S. 184; Hamburger, Korperschaftsteuergesetz, 1922, S. 160. 
(6) 営利会社（Erwerbsgesellschaften）の概念は初め第12条第1項で，次いで1922年4
月8日の改正の結果第11条第Z項で定められた（Vgl. Evers, a, a. 0., §6 Anm 59）。
初め蛍利会社は，株式会社，株式合資会社，植民会社（Kolonialgesellschaften），鉱業を
蛍む権利能力ある団体（bergbautreibenderechtsf油igeBerggewerbschaften），有限会
社及びその目的がそれ白体又はその構成員のために経済的利益を追求する，経済的
経営体を有するその他の人的団体（sonstigePersonenvereinigungen mit wirtschaft” 
lichem Geschaftsbetrieb）であった。 1922年の改正の結果， 1899年7月13日の抵当銀行
法により国家の監督に服する純粋な抵当銀行（reineHypothekenbanken）と国家の監
督下にあって船舶担保証券の発行権を与えられた船舶担保貸付銀行（Schiffbeileihun-
gsbanken）は特恵の適用除外になった。 1925年広人税法が定める常利会社は， 1920年
法のそれと同じであるが，協同組合（Genossenschafen）が新しく加えられている（第
4条第l項）。その上「施設（Anstalten），財団及び民法上のその他の目的財産（Zwe・
ckvermる肝心もJ，「それが経済的首業を保持し且つその目的が，財産管理を超え
て，主としてその営業を通して自己叉は定款，寄付行為若しくはその他の規則で定め
られた特定人のために経済的利益を追求することに向けられている限り」営利会社と
同視されていた（第4条第3項）。従って特恵は資本会社に限定されておらず相当に
広いものであった。
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基準を採用していなかった。
これに対して1925年法人税法は資本に対する資本参加の割合を5分の 1から
4分の 1に改めると共に，上位会社の範囲を営利会社から公的経営体又は管理
体にまで拡大し，次の様に特恵を定めた。第11条「所得の調査の際に無限納税
義務ある場合には……次のものは賦課外である」。 第3号「証明しうるように
納税期間（第12条〉の開始以来他の営利会社の株式，鉱山株，持分又は享受証
券の所有に基づいてその営利会社の基本資本（derGrund=oder Stammkapital) 
又は基本資本が存在しないときには財産に少なくとも 4分の l参加する営利
会社（第4条第1項，第3項〉及び第2条第3号の意味の経営体叉は管理体
(Betrieben oder Verwaltungen）の場合には，その所有の分け前になるあらゆ
る種類の利益持分」。
資本の 4分の lの比率はその後特恵が廃止されるまで維持され続けたから，
1965年株式法が規制する相互参加25%超の25%としづ数字は，その起源の一端
を1925年法人税法に有することになる。旧法と異なり，特恵はただ「無限納税
義務ある場合」にのみ適用される。従って上位会社は「内国に住所又は指揮の
場所」 （法人税法第2条〉を有していることが必要である。これに対して，下
位会社はまだ無限納税義務あることを要するとされていないため学説上争いが
あった。第25条によれば， 「無限納税義務ある営利会社（第4条第1項，第3
(7）全株式又は持分の 5分の lとは，株式又は持分の数を狙ったものではなく，株式会
社，株式合資会社及び有限会社の場合には資本に対する資本参加の割合の意味と解釈
されている。 Evers,a. a. 0., §6 Anm 63.表現が適当でないので1925年法で改めら
れている。また「全株式，鉱山株，持分及び享受証券」となっているが， 「及び」は
「又は」の意味である。
(8) 5分の lを4分の lに変更した理由は，理由書によれば4分の lの場合「初めて支
配を話すことができるから」である。 Rosendorff,kるrperschaftsteuergesetz,1925, S. 
173; Kennerknecht, Kommentar zum K6rperschaftsteuergesetz, 1926, § 11Anm 11. 
(9) 旧法では免除は，法人税義務ある限り，無限納税義務を負担するか否かを問わない
とされていた。 Evers,a. a. 0., §6 Anm 60. 
(10) Rosendorff (K6rperschaftsteuergesetz, 1925, S. 174f.）は，法律が何も述べていな
- 85ー
- 86ー
項〉叉は第2条第3号の意味の経営体叉は管理体に他の営利会社の株式，鉱山
株，持分叉は享受証券から流れ込む資本収益からの税控除も，それらがその営
利会社の資本叉は財産に納税期間の開始以来少なくとも 4分の 1資本参加して
いる限り，行われなし、」。特恵を受ける上位会社の利益持分は無税であるから，
下位会社が通常の様にそれから税を徴収して税務署に支払ったとしても，税務
署は再びそれを上位会社に返還しなければならないので，税の差し引きは無意
味であるということに基づく。そして第3条第3項は，ライヒ，州又は市町村
が4分1を超えて所有する企業の資本参加に由来する資本収益には制限納税義
務の規定が適用されないとし，持株減税特恵類似の特典をライヒ，州及び市町
村に認めていた。
1934年10月16日の法人税法は，上位会社も下位会社も無限納税義務ある資本
会社でなければならないとしつつ，従来の立場を維持した。即ち，
「9条 (1) 無限納税義務ある資本会社が証明しうるように経済年度の開始以
来連続して他の無限納税義務ある資本会社の基本資本に，株式，鉱山株又は持
分の形態で少なくとも 4分の l直接に参加するときには，資本参加の分け前に
なるあらゆる利益持分は賦課外である。基本資本が存在しないときには，財産
税のための最後の査定の際に確定された財産がそれに代わる。
(2) 利益持分が賦課外である限り，資本収益の控除は行われではならない。
(3) ライヒ，州，市町村及び市町村組合（Gemeindeverb五nde）又は公法の
内国法人の経営体（Betriebe）が無限納税義務ある資本会社に参加するときに
は，規定は準用される。」
第2項は1925年法第25条に，第3項は25年法第3条第3項に相当するO 第3
いから，下位会社は納税義務がなくても，外国会社でもよいと解する。 Kennerknecht
(Kommemtar zum kるrperschaftsteuergesetz,1938, § 11 Anm 15）は，特恵の性質
から，下位会社は少なくとも有限納税義務がなければならないと解する。これに対し
Mirreは，下位会社も無限納税義務を負わなければならないと主張していた。詳しく
は Kennerknecht,a. a. 0.参照。
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項の内容は厳密に言うと持株減税特恵を定めたものと言えないが，合目的性の
見地よりここで定められた。
無限納税義務ある資本会社とは， 「内国に営業指揮叉は所在地を有する」株
式会社，株式合資会社，有限会社，植民会社，鉱業法上の鉱山組合である（法
人税法第1条第1号〉。 株式会社，株式合資会社及び有限会社には基本資本が
あるが，植民会社及び鉱業法上の鉱業組合にはそれがないので，財産が基準と
なるのは従来と同じである。旧法と異り享受証券は条文に含まれていないが，
資本会社の利益と残余財産に参加する権利と結び付いている享受証券は，第9
(12) 
条第1項の前提の下に，従来通り特恵を享受する。 「法人税実施のための第1
命令」第22条第1項により， 「第9条に基づく持株減税特恵のための特典は，
上位「会社に所得の調査のために決定的な最終決算日の前少なくとも12カ月連
(1) もっとも 1935年2月6日の「法人税法実施のための第l命令（ErsteKStDVO）第
22条第2項は特恵を無限納税義務ある相互保険会社に拡大している。それは， 1954il三
12月16日の「税の新制度のための法律」により，法人税法第9条第3項が定めていた
「公法の内国法人の経営体」と共に第9条第1項に移された。
(12) Bliimich/Hafemann, kるrperschaftsteuergesetz,1939, § 9 Anm 3; Kennerknecht, 
a. a. 0., 1938, §9 Anm 9; Bliimich, kるrperschaftsteuergesetz,1939, §9 Anm 3, 
Mirre/Dreffer, Korperschaftsteuergesetz, 1939, § 9 Anm 3a.最後に挙げた文献は
詳細に次のように述べている。 「享益証券は，利益及び残余財産に対する資本参加を
化体するときには法人税法にとって社員権と見なされなければならないにも拘らず，
ただ稀にのみ基本資本に対する資本参加を意味する。しかし残余財産に対する参加は
それを基本資本に対する参加にするために十分ではない。それ故法人税法第9条の理
由書で、も，享益証券の形態での基本資本に対する参加は起こらないから，新法で、は享
益証券の形態で、の資本参加は挙げ、られなかったと指摘されている。この法律状態にも
拘らず，ライヒ財政裁判所によれば，利益と残余財産に対する参加権と結び付き，法
人税法第9条の前提の下に持株減税特恵を享受する享益証券は，資本参加額の確定の
際にも基本資本に加算されなければならなし＼_J。享益証券は特恵を享受することがで
き， 4分の lの計算の際には享益証券も含めなければならないとするこの解釈は，そ
の後の法人税法の解釈にも有効である。 Vgl. Rasch, 2. Aufl., 1955, S. 202; derselbe, 
a. a. 0., 5. Aufl., 1974, S. 262. 
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続して属する株式，鉱山株又は持分についてのみ考慮される」。 これらの規定
は，第2次大戦の敗北に伴って生じた一時的な法律状況の変更時期（1946年な
ω 
いし1948年〉を除けば，継続して適用され続けた。
特恵に関するその後の大きな改正は，いわゆる分割税率（der sog. gespaltene 
Steuersa tz）の導入に伴って生じた追加税（dieNachsteuer）制度の導入である。
その発端と成ったのは， 1952年12月15日の「資本市場促進のための第1法律」
(Erstes Gesetz zur Forderung des Kapitalmarkts) (BG Bl I, S. 793; BStBl 
I, S. 985）である。同法により確定利息の有価証券の利息に広範な税免除が
導入された。その結果株式が不利となるため1953年6月24日の「税規定の変更
と予算処理の保証のための法律」（Gesetz zur A nderung steuerlichen V orsch司
riften und zur Sicherung der Haushaltsfohrug) (BG Bl I, S. 413; BStBI I, 
S. 192）が制定され，その第5条で，無限納税義務ある資本会社の場合に限り
「顧慮能力ある利益配当（dieberiicksichtigungsfahige Ausschiittung）」の場
合には普通法人税率60%c第19条第1項第1号〉によらないで， 30%の割引税
率が適用される旨の規定（第四条第2項〉が新設された（し、わゆる分割税率の
導入〉。「顧慮能力ある利益配当」とは， 「会社法の規定に従った利益配当決議
(13) これと同趣旨の命令は1955年法人税法実施のための命令第21条でも規定されてい
る。 Krollmann,Korperschaftsteuer-Kommentar, 1962, §9 Tz 3f.は，命令第21条
は法人税法第9条第1項に反するから，基本法第80条に基づいて無効であると主張し
たが，同規定は特恵が廃止されるまで、維持され続けた。
(14) Vgl. Buhler, Steuerrecht der Gesellschaften und Konzerne, 3. Au日.， 1956, s. 309; 
Lenski, Kるrperschaftsteuer,2. Aufl., 1953, S. 81. 
間 同法は，資本市場，なかんずく確定利息付有価証券市場を活性化させることによ
り，税収入が増大することを期待して制定された。詳しくは Grieger,Erstes Gesetz 
zur Forderung des Kapitalmarkts (1. KFG), Deutsche SteuerニZeitung1952, s. 
385ff.参照。無税の恩典の90%は社会住宅債券に限定され，産業債券は逆に5%の増
税となったので，産業界から不満の声が生じた。出水宏一『戦後ドイツ経済史』（昭
54) 137頁。
(16) V gl. Grieger /Brockhoff, Die einkommen-, kむrperschaft-gewerbesteuerlichenVor・ 
schriften der Kleinen Steuerreform, Deutsche SteuerニZeitung1953, S. 217 (228ff.). 
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に基づいて行われた，その結果が査定の際に顧慮される経済年度に関する配当
である」。 しかしこの割引率は， 「その利益配当に，社員の中に第9条に従っ
て賦課されない（つまり持株減税特恵を享受する一筆者注〉利益持分が含まれ
ない限り」適用されると定められた。即ち，立法者は，利益配当が特恵に関連
するときには下位会社から上位会社への利益の単なる転位（Verlagerung）に
過ぎない場合が多く，資本市場の促進効果を伴わないので，割引税率の特典を
認めようとしなかった。しかしこのような規定では，下位会社の持株減税特恵
を享受しない社員の不利益と特恵を享受する上位会社が利益を配当した場合に
も割引税率の特典を受けない結果に導くから，最初から激しい批判を受けた。
その結果1954年12月16日の「税の新制度のための法律」（Gesetzzur Neu-
ordnung von Steuern) (BGBl I, S. 373, BStBl I, S. 575）が制定され，その第
4条第6号及び第10号で，法人税法第9条及び第四条が新しく定められた。そ
れによるとあらゆる顧慮能力ある利益配当は，割引税率（30%の税率は維持さ
れている。法人税法第四条第3項〉に服するが，その代わり原則として上位会
社は下位会社から受け取った配当利益の中から15%一これは普通税率くそれは
同法は，その他顧慮能力ある利益配当につき， 「有限会社の場合払込済基本資本（公
称資本〉の 8%を超える利益配当は（顧慮能力ある利益配当として一筆者挿入〉考慮
されなし、」 （法人税法第四条第2項‘第2文後段〉とし、う規定と「最小課税の場合に
は法人税は顧慮能力ある利益配当につき所得の30%に割ヲ｜かれる」 （同項第3文〉と
し、う規定も定めていた（制定理由については Grieger/Brockhoff, Deutsche Steuerニ
Zeitung 1953, S. 217 (231f.）参照〉。しかし前者は， 1954年12月16日法で、維持された
が（Vgl.Grieger, Die Anderu昭 desKorperschaftste田 rgesetzes,Deutsche Steuer 
ニ Zeitung1954, S. 421 (422)), 1958年7月18日法で削除され，後者は1954年12月16日
法で削除されているので（Vgl.Grieger, Deutsche Steuer=Zeitung 1954, S. 421 (422 
und 424））その詳論は控えることにする。
(l'iう Vgl. Siara, Die kるrperschaftsteuerder Kai talgesellschaften nach der “Kleiner 
Steuerreform”DB 1953, S. 516ff.; Flume, Kるrperschaftsteuerfir Gewinnaussch-
iittungen und Schachtelbeteiligungen, DB 1953, S. 560ff.; Grieger, Zur Auslegung und 
Kritik der kるrperschaftlichenBehandlung der Gewinnausschiittungen, BB 1954, 
s. 187ff. 
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60%から45%に下げられているO 法人税法第四条第1項〉と割引税率の差に等
しいーを追加税として支払わなければならない（法人税法第四第4項〉。 但し
資本会社である上位会社において行われる顧慮能力ある配当が上位会社によっ
て納税されるべき所得を超えるときには，法律の目的が達成されているから，
超える限度で追加税を支払わなくてもよし、。即ち，追加税に服すべき利益持分
はその額だけ減額されなければならない，と規制を改めている。なお顧慮能力
ある利益配当に関する規定は，特定の金融機関に関する優遇税率を定めていた
第3項の規定が第2項に移ったのと入れ替わって，第四条第3項で定められる
ように変わっている。その結果法人税法第9条は，次の様な規定となっている。
第1項及び第2項は従来と変わらないが，第1項では， 「無限納税義務ある資
本会社」の後に「無限納税義務ある相互保険会社又は公法の内国法人の経営
体」が加えられ，第3項は，追加税に関する新規定となり， 「配当する資本会
社の場合に第四条第3項第2文の意味の顧慮能力ある配当である，第1項に従
って賦課外である利益持分は，その利益持分の額に従って測定される特別の法
人税に服する。；第5条は準用される。資本会社の場合この利益持分は，顧慮
能力ある利益配当が第四条第3項に従った法人税の割引にならない額で減額さ
れることを要する。第1文は第19条第2項第2号ないし第5号の意味の資本会
社に対する資本参加の分け前になる利益持分には適用されない」と定められ，
従来の第3項は第4項に移され， 「第1項及び第2項は，連邦，州，市町村叉
は市町村組合が無限納税義務ある資本会社に資本参加するときに，準用され
(18) Krollmann, a. a, 0., §9 Tz 72は，追加税を簡潔に次の様に説明している。「法人
税法第9条第3項の規定は，経済的結果において上位会社は持株減税特恵の利益（den
Schachtelgewinn）から税を支払わなければならないにも拘らず，その意味によれば
法人税法第9条第l項に従った持株減税特恵のし、かなる制限も意味しない。この税は
本来既に下位会社によって利益配当の前に支払わなければならなかった。なぜ、なら優
遇法人税率 (15%）を正当化する資本市場を促進する利益配当は，そのような利益配
当が特恵亨受会社間で行われるときには，認められないからである」，と。
(19) Vgl. Grieger, Deutsche Steuer=Zeitung 1954, S. 421ff.は同法の解説を行う。
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るO 資本参加の分け前になる利益持分から，その利益持分が配当を行う資本会
社において第四条第3項の意味の顧慮能力ある利益配当である限り，資本収益
の税控除は行われることを要する。第2文は第四条第2項第2号ないし第5号
の意味の資本会社に対する資本参加の分け前になる利益持分には適用されな
い」と改められた。
第 3項第1文が定める第5条の準用は，法人税の査定にとって暦年が決定的
であるから，暦年と異なる場合には，経済年度の利益を問題になる暦年に分け
て顧慮能力ある利益配当を確定することが必要であるため定められた。第3文
は，追加税は信用業務を営む特定の資本会社に適用されない旨を明らかにした
加）
ものである。
側法人税法第四条第2項第2号ないし第5号の意味の資本会社とは，私的建築貯
蓄金庫（privateBausparkassen) ( 2号〉，純粋な抵当銀行（第3号〉，混合抵当銀
行（gemischteHypothekenbanken) （第4号〉及び船舶担保証券銀行（Schiffspfand-
briefbanken) （第5号〉である。第2号の会社にあっては「長期的物的信用行為に基づ
く収入について」，第4号の会社にあっては「抵当銀行法第5条に挙げられた行為に
基づく収入について」，第3号及び第5号の会社にあっては全収入について，普通税
率の半分にあたる22.5%の税率が適用される（法人税法第四条第2項）。従って第2号
と第4号の会社にあっては，部分的に普通税率の適用がある（そのためこの部分につ
いては顧慮能力ある利益配当が認められ，そのための規定が第四条第3項第4文でさ
だめられている〉が，上述の収入については22.5%の税率によることになる。そのよ
うな信用業務にたず、さわる資本会社が，他の資本会社と比べて税上優遇される理由
は，公益のため，他の金融機関よりも少ない利益の可能性と共にその業務を営むから
であるとされている（Vgl. Krollmann, a. a. 0., § 19 Tz 44; Bliimich/Klein/Stein-
bring/Stutz, Korperschaftsteuergesetz, 4. Aufl., 1965, §19 Anm 9）。ところで顧慮能
力ある利益配当の割引税率は30%であるから， 22.5%の税率に服する収入部分につい
ては顧慮能力ある利益配当は現れないことになる。その限りで上位会社から追加税を
徴収できない。そこで，これらの会社の所得は通常主として22.5%の税率に服するも
のであることを考慮して，法律は，単純化の理由から，これらの資本会社の資本参加
の分け前になる利益持分から追加税を徴収しないことにした。そのためその旨を定め
る必要が生じ，それを明文化したのが第9条第3項第3文である。 Grieger,Deutsche 
SteuerニZeitung1954, S. 421). 
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第4項第2文は，この場合も下位会社によって配当された顧慮能力ある利益
ω 
は割引税率に服するので追加税を徴収することを要するが，連邦等地域団体は
有限納税義務者であるので，第9条第2項の例外を認め，それは資本収益から
ω 
の税の差し引きとし、う方法で行われるとしたものである。資本収益税は，追加
税と同じ税率である利益持分の15%である（法人税法第四条第4項〉。 第4項
ω 
第3文は，第3項第3文と同じ趣旨から生じた規定であるo
ω 
追加税の導入は持株減税特恵の本質と無関係なものであるとは言え，経済的
に見れば上位会社が下位会社から受け取った利益を自己の下にとどめて置くこ
とを不利にした。 Raschは， 「結果的には追加税は資本参加会社にとっての持
株減税特恵の経済的意義の低下に帰す。以前には持株減税特恵の利益からの収
入は法人税から自由であったが，それは利益が受領会社から更に配当されると
きにのみ今でもなおそうであるが，蓄積されるときにはそうでなくなってい
ω 
る」と述べている。そしてそれは，企業の自己金融を阻止し，資本市場を活性
化しようとした立法者の意、図で、もあった。このような立法者の意図を一層鮮明
にしたのは1958年7月18日の「所得と収益の税領域及び手続法の領域の税規定
を変更するための法律」（Gesetzzur Anderung steuerlicher Vorschriften auf 
dem Gebiet der Steuern vom Einkommen und Ertrag und des Verfahrens-
rechts) (BGBI I, S. 473; BStBI I, S. 412）であるO 同法は，公開資本会社
(die Publikumskapi talgesellschaf t）の場合企業の自己金融がおびただしくな
。 Grieger,Deutsche Steuer=Zeitung 1954, S. 421 (423). 
(2Z) Lueb, kるrperschaftsteuer,1955, S. 92. 
(23) V gl. Bliimich/Klein/Steinbring, Kるrperschaftsteuergesetz,3. Aufl., §9 Anm 15. 
(24) Knobbe-Kuek, a. a. 0., S. 369f.は次のように述べている。 「利益を更に配当しな
い上位会社において，決して法人税が徴収されないとすると，蓄積された利益は結果
的にはただ15%の法人税を課されることになる。それは持株減税特恵の意、味ではな
い。なぜなら利益が最終受取人に達する前に，数社のコンツエルン会社を通して流通
したときに，ただ三重又はそれ以上の負担のみが持株減税特恵によって回避されなけ
ればならないからである」。
(25) Rasch, a. a. 0., 5. Aufl., 1974, S. 268. 
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紛
ったので，これを阻止するため，配当されない利益には51%の普通税率を定め
る一方，顧慮能力ある利益配当には15%の割引税率を定めることにより，分割
税率の差を広げ，企業に従来より大きな利益配当を行うよう間接的に強制する
ことにより，一般公衆に株式の取得のメリットを与え，これによって同時に企
業もまた長期的資本を株式市場より調達するようになることを狙って定められ
納
た。その結果法人税率は大幅に変更され，人的資本会社（diepersonenbezogenen 
臨時
Kapitalgesellschaften）の新カテゴリーとスライド税率が新しく導入された。同
帥第42回ドイツ法曹大会で Raschが自己金融の行き過ぎの危険性を指摘したことは
既に述べた通りである。 Rasch,Verhandlungen, 1957, S. 5 (18日ふ彼が引用する
Seyler, Das Sozialprokut, FAZ 9, 2. 57 Nr. 34, S. 5によれば，正味国民総生産
(Nettosozialprodukt）の約5分の 1と評価される連邦領域の財産形成のうち，最近
では40%ずつが自己金融と税に由来し，ただ20%のみが私的蓄積から資金を調達され
ている，とのことであった。出水『前掲書』 130頁によれば，企業の設備投資資金に
対する自己資金比率は， 1950年81%,55年67%,60年64%であり，この比率は60年代
以後においても変わらなかった。出水『前掲書』 221頁。
間 Thiel, Die Steuergesetzgebung 1958 auf dem Gebiet der Korperschaft-und 
Gewerbsteuer, Steuerberater-Jahrbuch 1958/59. S, 249 (250ff.); Steinberg, Aktuelle 
Fragen des kるrperschaftsteuerrechts,Steuerberater-Jahrbuch 1960/61, S. 213 (240 
fふ Steinbergは，同法を評価する際には， 1959年12月23日の「会社財産に基づく資
本増加及び損益計算書に関する法律」と59年12月30日の「会社財産に基づく公称資本
の増加と従業員への自己株式の譲渡の際の税法の処理に関する法律」を関連させて行
う必要がある，と指摘している。
ω 法人税は公開資本会社と人的資本会社とし、う用語を使用していないが，学説は第四
条第1項第1号が定める無限納税義務ある資本会社を公開資本会社，第四条第1項第
2号が定める無限納税義務ある資本会社を人的資本会社と呼ぶのが通常である。人的
資本会社は次の要件を満たした資本会社であり，要件を満たさなければ公開資本会社
となる。即ち，①評価法（<lasBewertungsgesetz）第60条により賦課外とされる持株
減税特恵を享受する資本参加を加算し，財産税の最後の査定の基礎にされた財産が
500万ドイツマルクを超えないこと。更に経済年度の開始以来次の 3要件が連続して
存在していること。②持分が少なくとも公称資本の76%自然人に属していること。＠
株式会社及ひ、株式合資会社の場合には株式が記名式で、且つ証券取引所又は正規の場外
市場での取引が許されていないこと。④経営財産に属する資本参加の券面額が合計し
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制）
法第7条により法人税法第9条第3項第3文及び第4項第3文は削除され，追
た場合公称資本額を超えないこと。人的資本会社の場合には資本市場政策的顧慮を必
要とせず，むしろ自己金融を必要とするため，配当を抑制しつつ，配当されない利益
はあまり重く課税されない様配慮が払われている。人的資本会社の普通税率は，所得
に応じてスライドし所得の 1万マルク（.l'!IJち第1段階）までは39%，これを超えた
1万マルクの部分（即ち第2段階〉については44%，同様の方法で1万マルクごとに
区分して，第3段階については49%，第4段階については54%，第5段階については
最高の59%，それ以上の所得の部分（第6段階〉については今までの税率の平均であ
る49%( =39+44十49+54十59／のである。これに対し顧慮能力ある利益配当の割引
税率は26.5%である（法人税法第四条第1項第2号）。所得が 5万マルク未満である
ときには，顧慮能力ある配当は所得の段階に比例して分けられ，所得の相応の部分
において，顧慮される（第四条第3項第1号）o l~JJち Lademann (Die neuen Tarifvor-
schriften fir“familien-und personengebundene" Kapitalgesellschaften, BB 1958, S. 
849 (850）及び Bliimich/Klein/Steinbring/Stutz(a. a. 0., §19 Anm 8）が使用した
例で説明すると，同号は所得が45,000マルクで，顧慮能力ある利益配当が18,000マル
クであるとき， 45,000マルクと18,000マルクは5段階に分けられ，各段階の所得から
その段階に属する顧慮能力ある利益配当をヲl、た残りに各段階の普通税率を掛けた分
の合計が配当されない27,000マルクの法人税で、あることを示す。図で示すと次のよう
になる。
各段階の顧
各段階慮能力ある顧慮され
の所付利益配当 ない配当
普通税率 マノレク
第1段階 10,000 - 4, 000 ニ 6,000 × 39% = 2, 340 
第2段階 10,000 - 4, 000 = 6, 000 × 44% = 2, 640 
第3段階 10, 000 - 4, 000 = 6, 000 × 49% = 2, 940 
第4段階 10,000 - 4, 000 = 6, 000 × 54% = 3, 240 
第5段階 5, 000 - 2, 000 = 3, 000 × 59% = 1, 770 
配当されない所得の法人税 12,930 
顧慮能力ある利益配当の法人税 ~8,000 × 26:5~ 4, 77Q 
法人税総計 17, 770 
側 削除の理由は，公開資本会社の割引税率が従来の30%から半分に下げられた結果，
旧法人税法第四条第2号及び第5号の意味の資本会社にもそれが公開資本会社である
場合には顧慮能力ある利益配当の制度を認めることが可能となったため，単純化を
理由として追加税の徴収の免除を認める根拠がなくなったことに基づくものと思われ
る。
第四条第2項は1958年法により次のように変わっている。第1に，公開資本会社と
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加税率と第9条第4項第2文が定める資本収益税の率も改正されている。即
ち，追加税は，配当する資本会社が公開資本会社であるときには利益持分の36
% c株式法第四条第4項第1号〉， 公開資本会社で且つ第四条第2項の意味の
蜘）
金融機関であるときには12.5%c同第2号〉と定められ，第四条第4項第2文
に基づく資本収益税は，配当する資本会社が公開会社であるときには利益持
分の25%c法人税法第19条第5項第1号〉，公開資本会社で且つ第四条第2項
の意味の金融機関であるときには12.5%と定められた（同第2号〉。その後
人的資本会社の区別が導入されている。第2に，公開資本会社の普通税率が22.5%か
ら27.5%に上げられている。第3に，公開資本会社の場合普通優遇税率に服する収入
に顧慮能力ある利益配当が認められた結果割引税率を15%とする規定が新しく定めら
れている（なお第四条第3項第2号aも参照のこと〉。第4に，人的資本会社の普通
優遇税率に21.5%から31.5%までのスライド税率〈その内容は注28で、述べたのと同ー
である〉が導入された（第2号〉。 しかしその平均は26.5%で通常の人的資本会社の
割引税率と等しいので，普通優遇税率に服する収入のため顧慮能力ある利益配当の制
度は認められていない（第四条第3項第2号b参照のこと〉。 第5に，産業信用銀行
株式会社とドイツ産業銀行の「長期的信用行為に基づく収入」に普通優遇税率が適用
されるようにその適用範囲を拡大している。なお，その後1967年12月21日の第2税変
更法第3条第3項により更にベルリン産業銀行株式会社とザールランド投資信用銀行
株式会社がこれに加えられている。
側 36%は普通税率（51%）と顧慮能力ある利益配当の場合の割引税率 (15%）の差に
等しく（Krollmann,a. a. 0., §19 Tz 102), 12. 5%は普通優遇税率27.5%と割引税率
15%の差に等しい（Krollmann,a. a. 0., §19 Tz 103）。前述したように（注28），人
的資本会社の要件の 1つは，持分が少なくとも公称資本の76%ほど自然人に属してい
ることであった。従って人的資本会社は持株減税特恵の下位会社になることはできな
い。そのため下位会社が人的資本下位会社である場合の追加税の規定は定められてい
ない（Vgl.Krollmann, a. a. 0., §19 Tz 104; Lademann, BB 1958, S. 849）。人的
資本会社は持株減税特恵の上位会社になることは可能であり，その際には一般の上位
会社と同じ条件で36%又は12.5%の追加税に服する。前者の場合それによって人的資
本下位会社は13.5% ( =36%（追加税）ー （49%（人的資本下位会社の普通税率）－26.5 
%（人的資本下位会社の割引税率〉〉の追加負担を負うことになり持株減税特恵享受
会社より不利なことについて Thiel,Steuerberater-Jahrbuch 1958/59, S. 249(26lf.) 
参照。
(3D 25%は普通資本収益税率に等しく， 12.5%は普通優遇税率27.5%と割引税率15%の
差に等しい（Vgl.Krollmann, a. a. 0., §19 Tz 109£.) 
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1961年7月13日の「税変更法」（Steueranderungsgesetz) (BStBl I, S. 444）第
4条第2号で，人的資本会社に公開資本会社として納税するか，人的資本会社
として納税するかの選択権を認める規定が定められたため（法人税法第四条第
ω 
4項〉，第19条第4項以後の規定はそれぞれ 1項づっ後に移され，追加税率を
定める第四条第4項は第四条第5項に，第9条第4項第2文の資本収益税率
を定める第四第5項は第四条第6項に改められている。それ以外は， 1958年の
法人税法（BStBlI, S. 7 40）と同ーの規定が1967年12月21日の第2税変更法
(Zweites Steuerぬderungsgesetz) (BStBl I, S. 484）による変更を受けるま
で適用され続けた。従って1965年株式法が制定された年の規定（KstG1965, 
BStBl I, S. 294）も1958年法のそれと同一であった。今までの記述を整理する
意味で1965年法第9条の条文だけをここで挙げておくと次の通りである。
「（1) 無限納税義務ある資本会社，無限納税義務ある相互保険会社又は公法
上の内国法人の経営体が，証明しうるように経済年度の開始以来連続して他の
無限納税義務ある資本会社の基本資本に株式，鉱山株叉は持分の形態で少なく
とも 4分の l直接に参加するときには，資本参加の分け前になるあらゆる利益
持分は賦課外である。基本資本が存在しないときには，財産税のための最後の
査定の際に確定された財産がそれに代わるO
(2) 利益持分が賦課外である限り，資本収益の税控除は行われてはならな
し、。
(3) 配当する資本会社の場合に第19条第3項第1文の意味の顧慮能力ある配
(32) Vgl. Vogel, Das Steueranderungsgesetz 1961, BB 1961, S. 685 (689fふ選択権が
認められた理由は，人的資本会社の利益が15%を越えて配当されると公開資本会社よ
り人的資本会社の税負担が重くなるからである。 1958年の改正法の審議の際に既にそ
の事実は知られていたが，立法者は15%を超えて配当されることはないであろうとい
う前提に立って改正法を定めた。しかしこのようなケースが生じたので定められた。
改正までの議論については Laden,BB 1958, S. 849 (850f.) ; Thiel, Steuerberater-
Jahrbuch 1958/59, S. 249 (258ff.); Steinberg, Steuerberater-Jahrbuch 19G0/61, S. 
213 (242ff.）参照。
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当である，第1項に従って賦課外である利益持分は，その利益持分の額に従っ
て測定される特別の法人税に服する。；第5条は準用される。資本会社の場合
この利益持分は，顧慮能力ある配当が第19条第1項第1号叉は第2号，第2項
第1号に基づく法人税の割引にならない額で減額されることを要する。
（引 第1項及び第2項の規定は，連邦，州，市町村叉は市町村組合が無限納
税義務ある資本会社に資本参加するときに，準用される。資本参加の分け前に
なる利益持分から，その利益持分が配当を行う資本会社において第四条第3項
第1文の意味の顧慮能力ある配当である限り，資本収益の税控除は行われるこ
とを要する。」
ところがその後1967年から1971年までの財政計画の一部として1967年12月21
日の「第2税変更法」（ZweitesSteueranderungsgesetz) (BStBI I, S. 484）が
制定された。同法は初めて所得税と法人税に付加税（dieErg瓦nzungsabgabe)
を導入すると共に，信用営業の特定のグループに従来与えていた特典を制限し
た。後者は1961年3月16日の信用制度法可決の際の連邦議会の決議に基づいて
行われたし、わゆる信用営業のための競争アンケートの結果信用営業の特定のグ
ループに特典を維持し続ける必要がないことが明らかになったことに基づくも
のであった。その結果貯蓄金庫（Sparkassen），信用協同組合（Kreditgenossen-
schaften）及び法人税法第9条第2項が規制する長期信用行為を営む機関の特
品時
典が変更を受けた。同法第3条により法人税法第9条第3項第2文は， 「第2
附
項第1号」の後に「又は第2号，第19条a第2項第1号」が付け加えられ，長
C3) V gl. Falk, Grundgedanken zum Z wei ten und Dri tten Steueranderungsgesetz 1967, 
Deutsche Steuerニ Zeitung1968, S. 7ff. 
ω この点を詳細にl；命ずるものとして Hubel,Die kiinftige Besteuerung des Kredit-
gewerbes auf Grund des Zweiten Steueranderungsgesetz 1967, Deutsche Steuer= 
Zeitung 1968, S. 105ff.がある。
制第19条a第2項第 1号は， 1967年第2税変更法により次のように定められた。第19
条 a第 2~民「国際取引じおける商業船の経討に基づく無限納税義務者の外闘の以入に
ついての法人税は次の額である」。第l号「納税義務者が第四条第1唄第l号の；昔、味
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期信用行為を営む機関の特典を定める第四条第2項の普通優遇税率は従来の
ω 
27.5%から36.5%に上げられた結果（第19条第2項第1号〉，第四条第5項第
2号の追加税率は12.5%から21.5 % ( =36. 5%-15%）に上げられ，それと
同時に同様に第四条第6項第2号の資本収益税率も12.5%から21.5%に上げら
れている。これらの規定はそのまま1975年法人税法（BStBlI, S. 770）まで維
4坊
持され，そして1977年 1月1日から施行された1976年8月31日の「法人税法
の資本会社であるときには所得の27.5%。法人税は，顧慮、能力ある利益配当（第四条
第3項）については所得の15%に割ヲ｜かれる」。
側第19条第2項に属する人的資本会社の普通優遇税率も（なお注29参照），第1段階
21.5%，第2段階24%，第3段階26.5%，第4段階27%，第5段階31.5%，第6段階
26. 5% （これは今までの税率の平均値に等ししうから，それぞれ28%,31. 5%, 35%, 
38. 5%, 42%, 35% （この値は今までの税率の平均値に等ししうに変更されている
（法人税法第四条第2項第2号〉。 Vgl.Hubel, Deutsche Steuer=Zeitung 1968, S. 
105 (112f.) 
的 本文と直接関係ないが，持株減税特恵の関係で重大な改正が1972年9月8日の「外
国関係の際の税の均等性の維持と外国投資の際の税の競争状態の改良のための法律」
(Gesetz zur steuerlichen Gleichm忌Bigkeitbei Auslandsbeziehungen und zur Ver-
besserung der steuerlichen Wettbewerbslage bei Auslandsinvestitionen）ニ（「外国税
改正法」（AuBensteuerreformgesetz))(BStBl I, S. 450）第2条で行われている。そ
れは，今までの持株減税特恵が若干の例外を除くと圏内のそれに限られ，それ以外
は二重課税協定（Doppelbesteuerungsabkommen= DBA）によっていたのを改め，持
株減税特恵を外国の会社からの利益にも拡大したことである。その結果第四条a第2
項ないし第5項が大幅に改められた。第四条a第2項は，今までの上位会社を親会社
(Muttergesellschaft）と呼び， ドイツの親会社が外国の下位会社（これを法律は子
会社（T och ter gesellschaf t）と呼ぶ）に第9条第l項と同じ条件で資本参加している
ときには，配当された収益に対する外国の源泉徴収税と並んで外国会社の国で交払わ
れた法人税は資本参加の収益につきドイツの法人税に算入されるとする，アングロ・
アメリカ法領域で使用されている， いわゆる間接税算入方式（dasModell der sog. 
indirekten Steueranrechnung (indirect tax credit））を採用し，特恵を認めることと
し，第四条a第5項は， 子会社が開発途上国に帰属する場合の特別規制を定めてい
る。更に第四条a第5項は，子会社が孫会社（Enkelgesellschaft）の資本に少なく
とも25%参加し，係会社から受け取った利益を子会社が親会社に更に送付するとき
には，その利益はドイツの親会社が直接に孫会社から受け取ったのと同じように取り
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改正法_J(Korperschaftsteuerreformgesetz) (BStBI I, S. 455）が法人税と所得
税との 2豆負担を排除することを目的とする法人税株主帰属方式（Anrech-
nungsverfaren) （我が国ではインピュテーション方式と呼ばれている〉を採用
倒
したことに伴い，持株減税特恵は不要となり，廃止された。従って相互参加の弊
t妨
害の考慮、とは無関係な考慮（sachfremcleErw託gungen）に基づいて定められた
25%超基準の根拠の一方が消滅した。法人税法の持株減税特恵は，巨大企業の
出現を阻止したと評価される一方，資本会社に対する参加を25%まで高めるよ
うに企業を駆り立てたと評価されている。なお，持株減税特恵が廃止された後
扱う旨の規定を定める様に変わり，従来の第 2 項ないし第 4~は第 6 項ないし第 8 項
に移行されている。詳しくは Lempenau,Die neuen Schachtelprivilegien for aus-
landsbeteiligungen, BB 1972, S. 1045ff.参照。
倒木村弘之亮「西ドイツ型法人税株主婦属方式とそのポリシー：配当所得の総合課
税」ジュリスト679号（昭53)108 (110）頁など参照。
(39) Winter, a. a. 0., S. 56; Nierhaus, a. a. 0., S. 185 Fugnote 580. 
側 1921年にライヒ経済委員会は，政府が持株減税特恵を定めた1920年法人税法第6条
第8号を削除しようとしたのに反対して次のように述べている。 「第8号の削除は，
この組織形態が変更され，経済的観点からも社会的観点からも歓迎されない大企業の
形成が奨励されることに導く」と。 Rossendorf,kるrperschaftsteuergesetz,1925, S. 
172. 1Sl34年の法人税法制定の際にも特恵の廃止が検討されたが，ドイツ法アカデミー
財政税法委員会は l持株減税特恵の尉止は，従来独立していた会社の比較的強い結合
とそれと同時に大企業の望ましくない形成に導くうる」という結論に達しているo
Kennerknecht, Kommentar zur kるrperschaftste田 rgesetz,1938, §9 Anm 2; Mirre/ 
Dreuffer, a. a. 0., § 9 Anm 1; B油 ler,a. a. 0., S. 309£. も次の様に述べている。
「我々の法人税の今日の高さでは，この処置（特恵を指す一筆者注〉はコンツエルン
構築のためにも，私法会社形態での公子の公益事業部門の管理のためにも不可欠であ
る。その廃止又はただ本質的な1i!JI肢も望ましくない大合併叉は税法の一極の合併を意、
味する機関理論の実施に対する強化された努力に導くにちがし、なし、」と。 Krollmann,
a. a. 0., §9 Tz 2は，それ故「持株減税特恵は，経済集中を阻む」と評価する。 Muller-
Dott, Uber die Notwendigkeit eines kるrperschaftsteuerlichenSchachtelprivileges, 
BB 1977, S. 1267 (1269）は， 1977年法以後でも持株減税特恵は必要であると主張す
る｜擦に1934年のドイツ法アカデミー財政税法委員会の見解を引用してし、る。
(41) Emmerich/Sonnenschein, Konzernrecht, 2. Aufl., 1977, S. 25; Meycr, Der EinfluB 
des Steuerrechts auf Korperation und Konzentration., 1973, S. 131£. 
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も，法人税株主帰属方式の欠陥を指摘し，新しい持株減税特恵の必要性を主張
する見解が存在している。
(2) 査定法（Bewertungsgesetz）が定める持株減税特恵
既述の様に株式法政府草案理白書は，相互参加の場合に資本の25%超基準を
採用する理由として法人税法の持株減税特恵のみを挙げているが，この特恵は
なにも法人税法に固有なものではない。査定法は，同じーっの財産が三重叉は
それ以上の財産税に服することになるのを回避するため，持株減税特恵の資本
参加は上位会社の営業財産を構成しないものとしている。その結果同じーっの
財産は，下位会社の営業財産として，また上位会社の社員の持分として二重の
課税にのみ服する。査定法の持株減税特恵のための要件は法人税法のそれとほ
とんど変わりがなかったから，法人税法の特恵を享受しうるということは，査
定法の特恵も享受しうることを意味していたのである。
査定法が定める持株減税特恵の沿革を述べると次の通りである。
1925年8月10日の査定法第27条は特恵を次のように定めていた。即ち， 「第
26条第2項第1号に挙げられた種類の内国会社が親会社として同規定に含まれ
る内国の会社の財産に少なくとも 4分の l参加するときには，この資本参加の
価値は親会社の場合賦課外である。ライヒ大蔵大臣（86条〉は資本参加の価値
の調査につきより詳細な規定を定めることができる。」
(42) Miiller-Dott, BB 1977, S. 1267 f.，乱1erkert,Pladoyer fir ein Schachtelprivileg 
im neuen kるrperschaftsteuerrecht,DB 1977, S. 1819. 
制 Giirsching/Stenger,Kommentar zum Bewertungsgesetz und Vermるgensteuer-
gesetz, 1984, Bewg §102 Anm 2; Wohe, Betriebswirtschaftliche Steuerlehre, II/2, 
2. Aufl., 1982, S. 177.; Moebus, Schachtelbeteiligung bei der kるrperschaftsteuer, 
Vermりgensteuerund Gewerbesteuer in nationaler und internationaler Sicht, 1979, 
s. 24. 
ω 査定法第26条第2項第1号が挙げる会社とは，株式会社，株式合資会社，植民会社，
鉱業を首む権利能力ある団体，権利能力なき鉱山組合，有限会社，協同組合，相互保
険会社，抵当銀行及び船舶担保貸付銀行である。
?
?
この規定はそのまま1931年5月22日のライヒ査定法第46条に引き継がれてい
（崎
るが， 1925年法理白書は特恵を定めた理由を次のように説いている。
「同一財産の二重課税を超える課税は，企業に対する持分が自然人に属さな
いで，再び自ら税を納める企業に属するときに問題になる。この二重課税は，
企業に対する持分はあらゆる所有者において半分の価値で査定されるというこ
とによって本質的に軽減される。しかしこの軽減は，不特定間の比較的わずか
な持分所有に関しないで，一方の会社の他方の会社に対する資本参加がそれ自
体その上双方の企業の完全な（叉は場合によっては部分的な〉合併とそれと同
時に多重課税の中止が問題になるほど広くまで及ぶが，注目に値する経済的理
由から合併が行われていない（例えば古い，良い商号を維持するため叉は危険
を制限するため等〉場合には十分ではないように思われるO 経済がその形態を
純粋に経済的観点による代わりに税的観点から選択することにより健全な経済
的発展を阻害しないために，立法者はそのような経済現象を顧慮しなければな
らない。……上述の詳論から特典のためにはあらゆる微々たる持分所有は問題
とならず，相手会社の業務執行に対する決定的影響の獲得を目的とする相当な
資本参加のみが問題となるO 草案によればそれ故子会社に対する資本参加は，
それが子会社の財産の少なくとも 4分の lの部分を形成するときに，親会社に
（伺
おいて賦課されるべきではなし、」。
4分の l基準はその後，財産から資本に改められたが，継続して維持されて
し、る。
1934年10月16日のライヒ査定法第60条は特恵を次のように定め，従来の規定
を改めている。
「第1項 内国の資本会社（第56条第1項第1号〉が証明しうるように確認
同 Vgl.Dziegalowski/Thiimen, Das Reichsbewertungsgesetz, 3. Aufl., 1931, §46. 
第26条第2項第1号に挙げられた種類の会社は，第44条第2項第1号に挙げられた種
類の会社と改められているが，何の変更もなし、。
(46) Erler, Das Reichsbewertungsgesetz, 2. Au日.， 1927, s. 1701. 
仰 内国資本会社とは，営業指揮叉は所在地を内国に有する，株式会社，株式合資会社，
??
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時（derFeststellungszeitpunkt) （第21条第2項ないし第23条〉の前の経済年度
開始以来連続して他の内国の資本会社の基本資本（<lasGrund= oder Stamm-
kapital）に株式，鉱山株又は持分の形態で少なくとも 4分の 1直接に参加して
いるときには，資本参加は営業（dergewebliche Betrieb）に属さなし、。基本
資本が存在しないときには，財産に対する参加が決定的である。
第2項 第1項の規定は，ライヒ，ナIi，市町村及び市町村組合又は公法の内国
法人の経営体が内国の資本会社に参加するときに，準用される。」
ちなみに1935年 1月1日の査定法施行令（DV）第25条は，株式等は決定的
決算日の前少なくとも12カ月連続して資本会社に属していることを要すると定
め（第1項〉，また特恵を内国の相互保険会社に拡大していたく第2項〉。これ
らの規定は， 1963年8月10日の「査定法変更のための法律」（Gesetzzur An-
derung des Bewertungsgesetz (AndG-BeWG 1963) (BStBl I, S. 608）によ
り，第1項第1文に入れられた。その結果第 1文は， 「内国の資本会社又は内
国の相互保険会社が他の内国の資本会社の基本資本に少なくとも 4分の l直接
に参加しているときには，資本参加は，それが連続して決定的決算期〈第63条〉
の前少なくとも12カ月存在する限り，営業に属さなし、」となり，同法により第
2項の「ライヒ」の用語も「連邦」に変更されている。 1965年12月10日の査定
法（BeWG1965, BStGl 1966, I, S. 3）は規定を第60条から第102条に移した
にとどまるから， これらの規定は1965年株式法が制定される前後の時期を通
して適用され続けた。その後1972年 9月8日の「外国関係の際の税の均等性
の維持と外国投資の際の税の競争状態の改良のための法律（外国税改正法〉」
(BStBl I, S. 450）第4条第1号により新第2項が定められ，査定法の持株減
有限会社，植民会社及び鉱業法上の鉱山組合である。
(48) Krekeler, Das Reichsbewertungsgesetz, 4. Au日.， 1939, s. 46. 
側相互参加の場合にも持株減税特恵が認められることにつき学説は一致している。
Troll, Das vermるgensteuerlicheSchachtelprivileg bei eigener Anteile und bei 
wechselseitiger Beteiligung, BD 1965, S. 1261f.；恥1oebus,a. a. 0., S. 29f.; Giir-
sching/Stenger, a. a. 0., Bewg §102 Anm 9b. 
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税特恵は，法人税法の場合と同じく，外国の子会社と孫会社にも拡大されf~）o
その結果従来の第2項は第3項に移され， 「第1項及び第2項の規定は，公法
の内国法人の経営体が第1項及び第2項の意味の資本会社に参加するときに準
用される」と改められている。
その後の大きな改正は1974年4月17日の「財産税の改正と他の税法の変更の
ための法律（財産税改正法）) ( Gesetz zur Reform des Vermogensteuerrechts 
und zur Anderung anderer Steuergesetze (V ermogensteuerreformgesetz =VS” 
tRG) (BStBl I, S. 233）第2条第14号によって行われている。第1項と第2
項は変更を受け，第3項は削除されている。第1項は「内国の資本会社，公法
上の内国信用営造物（eineinlandische Kreditanstalt des offentlichen Rechts), 
公法上の営業税法の意味における内国の営業体（eineinlandische Gewerbe），第
104条a第1項の前提が存在しない内国の産業経済協同組合（eine inlandische 
Erwerbs-und Wirtschaftsgenossenschaft), 国家の監督下にある貯蓄金庫叉は
内国の相互保険会社が，他の内国の資本会社叉は他の公法上の内国信用営造物
の基本資本に少なくとも 4分の l直接に参加しているときには，資本参加は，
それが決定的決算期（第106条〉の前少なくとも12カ月連続して存在する限り，
営業に属さなし、」と改められ，第2項もこれとほぼ同じように改められている。
上位会社の範囲の著しい拡大が特徴的である。 1976年には法人税法が持株減
税特恵を廃止するのに伴って，査定法が定める「法人税法第19条a第5項」を
「法人税法第26条第5項Jに改める改正が9月6日の「法人税法改正法実施法」
(Einfohrungsgesetz zum Korperschaftsteuerreformgesetz (EG KStRG) (BStBl 
I, S. 476）によって行われた。そして一番新しい， しかし重大な改正が1983
年12月22日の「経済の競争能力の強化と税的有利の制限のための法律（税免
除法〉」（Gesetzzur Starkung der Wettbewerbsfahigkeit der Wirtschaft und 
(50) V gl., Lempenau, BB 1972, S. 1045 (1051£.). 
(51) Vgl., Bauer, Das Vermるgensteuerreformgesetz,Deutsche Steuer=Zeitung 1974, 
s. 278 (284fよ
-103ー
-104ー
zur Einschrankung von steuerlichen Vorteilen (StEntlG 1984) (BGBI I, S. 
1538）第 1条第2号によってもたらされた。その最大の改正点は，第 1項及び
第2項とも持株減税特恵のための要件の 1つである 4分の 1の資本参加が10分
同
の1の資本参加に改められたことである。理白書は10の1に改めた理由を次の
ように述べている。 「この規定（25%）は免税のために必要な資本参加額を通
して集中促進的に作用している。更にそれは， 4社を超える資本会社が特定の
営業部門を分けて，新しい共通に設立された資本会社に譲渡する形態での協力
を回害するO 税改正委員会の鑑定と一致して政府は，今日の25%の限度は余り
に高く， 10%に引き下げるべきであるとしづ見解である。この参加額の場合に
ω 
も株式法と組織変更法によれば既に特定の固有権（Sonderrechte）が生ずる」。
関 その他第.1項では下位会社に産業経済協同組合が加えられ，第2項では従来の3文
が削除され，新第3項が定められている。 Vgl.,Giirsching/Stenger, a. a. 0., Bewg 
§102 Anm 1; Ziegler, Bewertungsgesetz, Kommentar 1984, Bewg §102 Anm 1. 
(5~ Ziegler, a. a. 0., Bewg § 102 Anm 1; Akutuelle Steurnachrichten, Deutsche 
Steuer=Zeitung 1983, S. 170 (171f.）.その他の理由として多くの他の国の規制（例え
ば合衆国，フランス，イギリス，日本〉と一致することも挙げられている。 Giirsching/
Stenger, a. a. 0., Bewg §102 Anm 22. Gutachten der Steuerreformkomission 1971 
(Schriftenreihe des Bundesministerium der Finanzen Heft 17, 1971) S. 650f.は，
持株減税特恵を次のように改正するように提案している。「1965年査定法第102条によ
れば，内国の資本会社の他の内国の資本会社に対する直接的資本参加は，それが12カ
月存続し少なくても25%の額に達している限り，財産税は免除される。委員会は今の
25%の限度は高過ぎるとし、う見解である。委員会は，特に外国では持株減税特恵の授
与のために部分的に本質的により低い限度が決定的であるから，この限度に今日の状
況ではし、かなる事物に即した（sachlich〕根拠も与えられないと考える。その際ただ
相当に僅かな外国の国家において財産税は一般に叉は資本会社から徴収されるから，
法人税にとって決定的な限度が問題であるにも拘らず，特に少なくとも25%の限度は
我々の場合同じくー財産税の場合を除くと一法人税法の場合にも（法人税法第9条〉
営業税の場合にも（営業税法第7条〕有効であるから， ドイツの財産税のために決定
的な25%の限度を実際により低い限度に適合させることが，正当化され，要求される
ように思われる。法人税の場合将来なるほど委員会によって考えられた解決に従って
国内領域ではもはや持株減税特恵を必要としない。しかし他の諸国の二重課税では国
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その結果査定法第102条第1項は1984年1月1日から次のようになっている。
「内国の資本会社，公法上の内国の信用営造物，公法上の営業税法の意味にお
ける内国の営業体，第104条aの前提が存在しない内国の産業経済協同組合，
国家の監督下にある貯蓄金庫又は内国の相互保険会社が，他の内国の資本会社
又は他の公法上の内国信用営造物の基本資本に叉は他の内国の産業経済協同組
合の貸分（<lasGeschaftsguthaben）に少なくても10分の l直接に参加している
ときには，資本参加は，それが決定的決算期（第106条〉の前少なくとも12カ
月連続して存在する限り，営業に属さない。基本資本が存在しないときには財
産に対する資本参加が，産業経済協同組合の場合には貸分に対する資本参加
が，決定的である」。 従って株式法が定める相互参加の25%超基準の根拠は査
定法上もなくなっている。
(3) 営業税法（Gewer bssteuergesetz）が定める持株減税特恵
営業税法が定める持株減税特恵は，経営体（Betrieb）で一度課税された営業
収益が資本参加利益として受取人において新たに営業収益税に服させられるこ
とを阻止し，かつ資本参加の基礎になっている財産が上位会社において今一度
ω 
営業資本税に服させられることを阻止することを目的としている。営業税ない
し営業資本税における持株減税特恵は，（1）資本会社が資本会社に資本参加して
いる場合，（2）資本会社が人的会社に資本参加している場合，（3）人的会社が人的
際領域の持株減税特恵の授与のためにより低い限度が定められているということは，
考慮に入れられることを要する。それ故国内法でも相応に取り扱うことが正当化さ
れ，要求されるように忠われる。委員会はそれ故持株減税特恵のために決定的な今日
少なくと25%の限度は，財産税の目的のために少なくても10%に下げることを提案す
る。」。 Wるhe,a. a. 0., S. 184は， 25%未満の課税は25%まで持分所有を高めようと
する刺激を与えるものであり，その限度は怒意的であると批判すると共に， 25%だけ
に特恵を認めたことは，立法者にとって企業結合の税上の不利益の除去あるいは合併
による集中に対する阻止が問題であることを示していると指摘している。 W日ie,a. a. 
0., s. 190f.も同旨0
(54) Wohe, a. a. 0., S. 185. 
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会社に資本参加している場合及び（4）人的会社が資本会社に資本参加している場
合の 4つの場合に考えられる点において，単に資本会社聞に資本参加関係があ
る場合にだけ認められる財産税法や特恵廃止以前の法人税法の持株減税特恵よ
りもその適用範囲が広し、。ここでは，我々の問題意識に則し（1）の場合の持株減
税特恵に焦点を当てて考察することにする。
（司 営業税法のドイツにおける最初の統一法は， 1936年12月1日の営業税法
(BG Bl I, S. 979）であるが，その第7条は，営業収益を次のように規定し
ていた。即ち，「営業収益は，所得税法又は法人税法の規定に従って調査され，
第8条及び第9条で定められた額だけ加算され且つ控除される，営業からの利
益である」。そして， 1937年2月26日の営業税法第1施行令（ErsteV erordnung 
zur Durchfohrung des Gewerbesteuergesetzes (Erste GewStDVO) (RGBl I, 
S. 257）第14条第2項によれば， 「法人税法の規定により調査されるべき利益
とみなされるのは，法人税法第6条の意義の所得である」。その結果法人税法
ω 
第9条が定める持株減税特恵の規定は営業税にも適用されていた。その後営
業税法第7条の規定は， 1951年12月27日の営業税法変更法（Gesetzzur An-
derung des Gewerbesteuergesetzs) (BGBI I, S. 996）により次のように改めら
同
れ，現在に至っている。 「営業収益は，所得の調査の際に調査期間（第14条第
2項〉に相当する査定期間につき考慮され，第8条及び第9条で定められた額
だけ加算され且つ控除される，所得税法叉は法人税法に従って調査されるべき
営業からの利益である」。従って，営業収益の概念の本質的部分は不変に留ま
(5) Troeger-Bangerow, Das Gewerbesteuergesetz, 1937, S. 113, insbesondere S, 159ff., 
Kirst, Die neue Gewerbesteuer, 3. Aufl., 1940., S. 74, Gewerbesteuergesetz, 1946, 
s. 105.第 1施行令の規定はその後の施行令に引き継がれている。重要性がないので，
その詳述は避ける。
(56) この改正は，暦年から異なる経済年度の場合の利益の分配を顧慮した改正である
（所得税法6条2項及び当時の法人税法5条2項2号参照〉。 Siara,Aenderung des 
Gewerbesteuerrechts, Deutsche Steuer二 Zeitung1951, S. 81; derselbe, Neues Ge-
werbesteuerrecht, Deutsche Steuer=Zeitung 1952, S. 36. 
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っているO それ故， 1976年8月31日の法人税法改正法により持株減税特恵が廃
止されるまで，法人税法が定める持株減税特恵の特典は，営業税法でも認めら
れていたので、ある。
(b) 法人税法が定める持株減税特恵がなくなった後営業法上重要となった規
定は，第9条第2a号及び、第12条第3項第2a号の規定で、ある。第9条第2a号
の規定は，初めて1963年 7月30日の営業税法変更法（Gesetz zur Anderung des 
Gewerbesteuergesetzes) (BGBI I, S. 563）により導入された。当初の規定は
次の通りである。 （利益及び加算の額は，〉「利益持分が利益の調査の際（第7
条〉に査定されたときには，個人企業又は人的会社が徴収期間の始めに少なく
とも基本資本に4分の 1参加している第2条第2項の意、味の資本会社に対する
持分からの第2号の意味における個人企業叉は人的会社の利益」 （だけ，控除
される〉。この規定が新設された理由は，資本会社が資本会社に一定の額だけ
資本参加すれば持株減税特恵の特典を営業法上も享受することができるのに，
個人企業叉は人的会社が同様の条件で資本会社に資本参加しでも営業税法上の
同
持株減税特恵を享受できないのは不当な差別である，ということにある。つま
り，持株減税特恵は，この規定により，個人企業叉は人的会社が資本会社に参
加する場合にも拡大された。これに伴って営業資本の領域でも，資本参加の価
格に関する相応の控除規定が，第12条第3項に第2a号として新しく導入され
た。即ち， （営業の財産価格及び加算の額は〉， 「資本参加が少なくとも基本資
本の 4分の lに達するときには，第2条第項第2号の意味の資本参加に対する
個人企業叉は第2号の意味の人的会社の営業資本の 1部を成す資本参加の価値
（部分価値〉」（だけ控除される〉。これらの規定はさらに1965年5月14日の税
変更法（Steueranderungsgesetz1965) (BGBI I. S. 377）により次の様に改
(57) Kilian, Gewerbesteuer, 1963, S. 131, Priese, Kommentar zum Gewerbesteuergesetz, 
2. Aufl., 1955, S. 282. 
(58) Hubel, Bemerkungen zum Gewerbesteuer-Anderungsgesetz, Deutsche Steuer-
Zeitung, 1963, S. 296 (299). 
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正された。第9条第2'a号「利益持分が利益の調査の際（第7条〉に査定され
たときには，企業が徴収期間の始めに少なくても基本資本に4分の l参加して
加）
いる，第2条第2項第2号の意味の税を免除されていない内国の資本会社に対
する持分に基づく利益」。第12条第3項第2a号「資本参加が少なくとも基本
資本の4分の lに達するときには，第2条第2項第2号の意味の税を免除され
ていない内国の資本会社に対する営業資本の 1部を成す資本参加の価値（部分
価値〉」。前者の立法理由は次の通りである。 「1962年税変更法の発布，営業税
法第9条第2a号の新控除規定の導入のための決定的な理由は，単に個人企業
に有効であるだけではなく，例えば協同組合のような他の納税義務者にも有効
であるということが主張された。この指摘を立法者は注目すべきものと考え，
第9条第2a号を，配当が利益の中に含まれているときには，内国の税を免除
されていない資本会社に対する本質的な資本参加から受け取るあらゆる利益
は，営業収益の調査の際に控除されるものと変更した」。後者の変更理由は第
9条第2a号の変更に対応させたものである。第9条第2a号は，旧規定と比
べて次の 2点において新しし、。第1に，控除規定を営業税に服する全企業に
－従って資本会社にも－拡大した。第2に，法人税法の持株減税特恵と同じ
く，控除は，内国の資本会社，即ち，内国に所在地又は営業指揮を有する資本
会社に対する資本参加からの利益に限定されている。その結果法人税法の持株
減税特恵なき後の営業税法上の持株減税特恵の特典を担う唯一の規定となった
（時
のは，第9条第2a号と第12条第3項第2a号であるO その上法人税法の改正
倒 第2条第2項第2号の意味の資本会社とは，株式会社，株式合資会社，有限会社，
植民会社及び鉱業法上の鉱山組合を意味する。
(60) Hubel, Die korperschaftsteuerrechtlichen und gewerbesteuerrechtlichen Vor-
schriften des Steuer加derungsgesetzes,Deutsche Steuer-Zeitung 1965, S. 147 (151). 
制 Withol/Bitter,Gewerbesteuer, Kommentar, §9 Anm. 7 a) (WK Nr. 12/Erg. Lfg. 
17 /Mai 1980); Lenski/Steinberg, Gewerbesteuergesetz, Kommentar, §9 Nr. 2a Anm. 
1 (LS LFG. 49 April 1984). 
側 Lenski/Steinberg, a. a. 0., §9 Nr. 2a.なお1974年4月17日の財産税改正法（Gesetz
-108-
-109ー
の影響を受け， 1976年法人税法改正後の営業収益は，配当の9/16の額だけ増加
制）
する結果となったため，営業税の持株税特恵が認められれば，この増加分も控
除されることとなった。そして，最後の重要な改正が1983月12月22日の「経済
の競争能力の強化と税的有利の制限のための法律」（BGBII, S. 1583）によっ
てもたらされた。同法によって 9条2a号及び12条第3項2a号はそれぞれ次
のように改められた。即ち， 「利益持分が利益の調査（第7条〉の際に査定さ
れたときには，企業が徴収期間の始めに少なくても基本資本に10分の l参加す
る，第2条第2項第2号の意味の税を免除されていない内国の資本会社，公法
上の信用営造物又は産業経済協同組合に対する持分に基づく利益」。「資本参加
が少なくとも基本資本の10分の 1に達するときには，第2条第2項第2号の意
味の税を免除されていない内国の資本会社，公法上の信用営造物叉は産業経済
協同組合に対する営業資本の1部を成す資本参加の価値（部分価値〉」。この改
正により控除規定は新たに産業経済協同組合に対する持分に基づく利益にも拡
大されているが，何より注目に値するのは，控除規定の適用のために必要な資
本参加の額が，財産税の場合と同じように，従来の4分の lから10分の lに改
められている点であるO この改正は歓迎されており，これにより税法上の理由
(64) 
から資本参加を25%に高める刺激はなくなると評価されているO
かくして本節の検討を総括すると次の様になる。第1に，法人税法上の持株
減税特恵は単に法人税法と特典に留まらず，財産税及び営業税上の特典でもあ
った。第2に， これらの特典は，資本参加を25%まで高める機能を有してい
た。第3に，最近の税法の改正により法人税法上の持株減税特恵は廃止され，
z urReform des V ermるgensteuerrechtsund zur Anderung anderer Steuergesetze 
(Vermogensteuerreformgesetz-VStRG) (BG Bl. I. 949）により， 9条2号a及び12条
3項aにおいて内国の資本会社の後に「文は公法上の信用営造物に対する」が加えら
れている。 Vgl.Withtol/Bitter, a. a. 0., §9 Anm 7. a), §12 Anm. 9. 
側 Moebus,a. a. 0., S. 43. Wるhe,a. a. 0., S. 186. 
~4) Lenski/Steinberg, a. a. 0., §9 Nr. 2a Anm. 2. 
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財産税及び営業税上のそれは25%基準から10%基準に変更された。従って資本
参加の性質とは無関係な根拠に基づいて定められた25%の根拠の一方は今日の
ドイツにおいてその意義を完全に喪失したということである。
第6款相互参加の実態
(1）総説
ここでドイツの相互参加の実態がどのようなものであったのか又はあるのか
見ておくことにする。 Rosendorf£ は， 1927年に取締役会と監査役会の構成員の
交換が行われている相互参加の 1例を紹介している。 1931年には Liefmannが
環状参加の例を紹介している。それはA会社がB有限会社の80%の持分を所有
し， B会社は更にC鉱山組合の鉱山株の80%を所有し，再びC会社がA会社の
株式の50%を所有すると共に， B会社及びB会社が資本参加しているシンジケ
ートがA会社の株式を直接所有している（何%かは不明〉ケースであった。そ
して1935年には第42回ドイツ法曹大会の席上 Ellscheidをして「相互参加が法
的規制を必要としていることは， 20年以上もの，いずれにせよドイツ大審院の
Iduna-Germania判決以来の communisopinioである」と言わしめた94%の
相互参加が存在していた。 1950年には Trumplerが2つのコンツエルンの相互
参加の例を紹介している。しかし相互参加を紹介する文献はし、ずれにせよ 1な
(1) Rosendorf£, Die rechtliche Organisatin der Konzerne, 1927, S. 21.このケースで
は主として機関車と機械製造の共通点と一方の会社の外国の大きな組織を共通に使用
することによって得られる費用の節約から，資本増加の際に相互に引受を行う方法
で，相互参加を行った。
(2) Liefmann, Beteiligungs=und Finanzierungsgesellschaften, 5. Aufl., 1931, S. 109. 
(3) Verhandlungen des zweiundviertigsten Deutschen Juristentages, 1959, F 105. 
(4) Iduna事件については拙稿『富大経済論集』 31巻2号10頁以下参照。
(5) Trumpler, a. a. 0., S. 365f. 2つの例の内 1つの例のみを紹介すると，次の通りで
ある。 A会社がB会社とC会社の2つの会社の株式の過半数を所有し，他方B, Cの
会社がA会社の株式の過半数を各々半分づっ所有していた。
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いし若干のケースにとどまっていた。これに対して 1960年には Winter及び
Voranが， 1961年には Nierhausがそれぞれドイツの相互参加の例を以前の文
献と異なりかなり詳細に紹介している。その後1961年 5月1日に施行された
「経済の集中を調査するための法律」に基いて産業経済省が行わせた調査結果
の報告書が1964年に公表されている。その中に相互参加に関する報告の箇所が
ある。それによると保険部門では全部で46の相互参加が存在し，その内ただ3
つのケースで相互が25；出を超える相互参加が行われていた。産業と商業部門で
は8つの相互参加が存在していたが，資本参加額は大抵25%を下まわり，ただ
1件のみが25%対30%で，残り 1件は25%対25%の参加であった。この領域
(6) Adler-During-Schmaltz, Rechnungslegung und Priifung der Aktiengesellschaft, 
1957, 3. Aufl., Tz 132は， 95%の相互参加は保険経済界でしばしば見いだされる，
と述べているが， Kropff,DB 1959, S. 15 FuBnote 6は，報告者草案の相互参加に該
当するのは4つのケースだけだとし（同旨 VerflechteneAssekuranz gegen Konzen-
tration, Der Volkswirt 1958, S. 2227 (2228）），この記述は正しくないと指摘してい
る。
(7) Winter, a. a. 0., S. 3f.相互参加の類型ごとに大体1つの例を挙げている。
(8) Voran, a. a. 0., Anhang: Ubersicht iiber wechselseitige Beteiligung in der 
deutschen Wirtschaftは，保険（10社〉と産業企業（11社〉のグループに分け，合
計で25のケースの相互参加の例を図表で示している。
(9) Nierhaus, a. a. 0., S. 8f. 
同 Berichtiiber das Ergebnis einer Untersuchung der Konzentration in der Wirt・
schaft vom 29. Februar 1964 (erstattet vom Bundesamt fir gewerbliche Wirtschaft 
in Frankfurt am Main), BT-Durcksache, Nr町／2320,Ziff. 9. 1. 2 (S. 63）.調査
された保険会社数は約220企業で，産業領域の企業は6,000企業である。 Vgl., Zulauf, 
a. a. 0., S. 2 FuBnote 8 und 9.なおこの報告書には政府の意見表明が附し、ている。
そこにおいて政府は，報告書が会社法の規定は集中の努力の実現のために法的基礎を
まれでなく形成したということを証明しているとし、う事実を認める。しかしこの状態
を変更させる必要はないと考える。なぜなら競争を阻止する規定を会社法に入れる
と，望ましくない集中努力だけでなく，望ましい集中の努力にも同様にその規定が適
用されることになるからである。政府は，会社法が競争中立的（wettbewerbneutral)
でなければならないと明言する。 Bericht,a. a. 0., S. 95 und 98. 
では相互参加の限度を20%に下げると 5つのケース（産業部門 2）がこれに該
当し， 10%に下げると 9のケースがこれに該当する状態であった。産業部門で
は上述の 8ケースの内6ケースが直接相互参加であり， 2ケースは逆の相互参
加が同じコンツエルンの他の会社が所有するという形の間接相互参加であっ
た。保険部門の46ケースは全部が直接参加であったが，この部門に特徴的なこ
とは相互参加と並んで大抵環状参加が存在し，その結果どの企業が他の会社を
支配しているのか個別的ケースで言うことができないほど結び付きが強いとい
うことであった。産業部門ではただ 1件支配会社と従属会社の相互参加が存在
し，親会社と子会社の聞の資本参加は100%対0.66%であり，子会社と孫会社
の聞の関係は3.1%対0.4%であった。なお，この報告は1965年株式法の開示義
務（第20条乃至第22条〉のない頃のものであるため，その正確性を疑う者もい
る。 1962年の株式法政府草案理由書は，相互参加の利用状況について，「草案に
よって捕らえられる相互参加の形態は単に時折現れるものではないと推論され
(12) 
なければならない」と抽象的に述べていたことは，前述した通りである。その
後の具体的例の紹介は1966年に Schonbucherによって発表された研究と1977
年に Zulaufによって発表された研究が詳しい。 Schonbucherの分析は1964年
当時の相互参加の利用状態を明らかにする格好の資料である。そこで後でその
内容を紹介することにする。我が国の研究で、は1982年に市川教授が行ったもの
が存在しているo この研究は日本とドイツの 100大企業の持分権者比較の観点
から行われているので，日本とドイツの大企業の支配構造の相違点を知る上で
貴重な資料となっている。それによれば，日本と異なりドイツでは相互参加が
(1) Zulauf, a. a. 0., S. 2. 
(lZ) BT-Drucksache, 4 Wahlp, Nr.百／171,Zu §18 (S. 102) 
(13) Schonbucher, a. a. 0., S. 26ff., 234ff. 
(14) Zulauf, a. a. 0., S. 3f. 
岡市川兼三「日独100大企業の持分権者比較（1), ( 2完）」『証券経済』第139号（昭57)
1頁以下， 140号23頁以下。研究は MonopolKommission, Hauptgutachten I[ (1978) 
と Commerzbank,W er gehるrtzu Wem, 12. Aufl. (1977）に基づき行われている。
あまり利用されておらず，持株による一方的支配が貫徹しているとのことであ
るつ市川教授はそれ故「このような西独の実態の下では，双方が25%を超えて
持分を保有する場合に，一方の議決権を25%に限る規制は，相互持分保有規制
として有効性を有する」と評価されている。
以上の考察から相互参加の利用状況を総括すると次のように言えるのではな
いかと思われる。初期には著しく高い相互参加が個別的に利用されていたケー
スもあったが， Iduna事件の様に高い相互参加は， 1937年株式法改正が議論さ
れた当時存在せず，既に過去のものとなっていた。しかしアリアンツーミュン
ヒエン再保険事件が示すように30%程度の相互参加は個別的に行われていた。
特に保険部門では同じ会社が責任保険業と損害保険業を同時に営むことが禁止
加）
されているため，現在と同じ様に相互参加は比較的多く利用され，その上大抵
環状参加の形態で利用されていた。 Schonbucherの分析は，実務界の主張と異
なり，相互参加が比較的利用されていたことを示している。このような利用実
体があればこそ1965年法で相互参加は規制されなければならなかったので、あ
る。しかし Schonbucher の報告と産業経済省の報告との聞には若干の隔たり
があるように思われる。どちらが当時の実態を正確に反映しているのか判断し
任。 ドイツの 100大企業とその持分権者との聞に直接的な相互参加は全く存せず，ただ
間接的な相互参加が2件あるのみである。市川『証券経済』 140号29頁。その内 l件
の間接相互参加は， A会社（第9位の大企業）の持分をl.9%B会社が所有し， B会
社の持分をC会社が100%所有し， C会社の持分の50%超を A会社が所有していた。
従ってドイツ株式法の相互参加規制が適用され， B会社はA会社の総会で議決権を行
使できない。市J1『証券経済』 140号31頁。
（町） 市川『証券経済』 140号49頁。
(18) Bericht der Studienkommision des deutschen Juristentages, a. a. 0., Tz 908は，
次のように述べている。［Iduna判決は，極端な例外的事態を意味する。類似のケー
スはその他に認められなかった。世に知られたケースでは資本参加率は30%を越えな
い。しばしば環状関係が問題である。」。
ω 拙稿『富大経済論集』 31巻2号15頁参照。
(20) Rasch, Konzernrecht, 4. Aufl., 1968, S. 71; Emmerich/Sonnenschein, Konzern・
recht, 2. Aufl., 1977, S. 73. 
かねるが，仮に産業経済省の報告に依拠するとすれば， 1965年株式法施行前の
調査でも25%を超える相互参加は僅かであるから，相互参加規制反対論が強力
に唱えられた割りには， 1965年株式法の規制は実務に実質的な影響を及ぼすも
のではなかったということになる。最近の相互参加の相互参加率は日本と異な
り高いが，その実際上の重要性は我が国と異なりそれほどないと言えるであろ
車場
う。
（司 Schonbucher分析 (1964年〉
Schonbucherの分析は1965年法前に発表された相互参加の実態に関する分析
の内で最も詳細である。そこで少し長くなるが，紹介しておくことにする。表
に示される資本参加のパーセント及び資本の額はし、ずれも1964年現在である。
表工は保険企業聞の直接的相互参加を示し，表Eはその他の経済分野の直接的
相互参加を示し，表Eはアーヘェン保険グループとミュンヒエン保険グループ
の直接的且つ間接的資本参加を示している。
表1 保険企業聞の相互参加
38.04% 
1 ）アーへン・ミュンヒェン火災保一一一一善アーへン再保険会社
険会社 ←一一一
資本＝14,0Mill.DM 28.6% 資本＝3, 375Mill. DM 
31% 
2）アーへン・ミュンヒェン火災保一一一一→コロニア・ケルン保険株式会社
険会社 ←一一一一
7.6% 資本＝15,0Mill.DM
36.21% 
3）アーへン・ミュンヒェン火災保一一一一→幸運再保険株式会社
険会社 ←一一一
0.06% 資本＝l,6Mill.DM
25.56% 
4）アーへン・ミュンヒェン火災保一一一一→グラートバッハー火災保険株式会社
険会社 ←一一－
4.1% 資本＝4,0Mill.DM
位。 Vgl.Zulauf, a. a. 0., S. 3f. 
ω 河本『商事法務』 721号（昭和51)16頁，市川『証券経済』 140号37頁。
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61.85% 
5）アーへン・ミュンヒェン火災保一一一一争チューリンゲン保険株式会社
険会社 ←一一一
1.96% 資本＝6,0Mill.DM
8.6% 
6）アーへン・ミュンヒェン再保険一一一→アーへン・ミュンヒェン生命保険株
会社 ←一一一式会社
1% 資本＝2,0Mill.DM
48% 
7）アーへン・ミュンヒェン再保険一一一一→国民救済生命保険株式会社
会社 ←一一一
5.4% 資本＝5,0Mill.DM
8）アグリピナ保険株式会社
27 .52% 
一一一一→アグリピナ生命保険株式会社
骨一一一一一一一
3.78% 資本＝2,0Mill.DM
39.78% 
一一一一→アグリピナ再保険株式会社
そ一一一一一一一一
30.5% 資本＝4,8Mill.DM
2.25% 
10）アグリピナ生命保険株式会社 一一一一→アグリピナ再保険株式会社
9）アグリピナ保険株式会社
←一一一一
3.14% 
約30%
11）アリアンツ保険株式会社 一一一→ミュンヒェン再保険会社
←一一一一一
約30% 資本＝47,0Mill.DM
47% 
12）コロニア・ケルン保険株式会社一一一→ケルン保険管理株式会社
←一一一一一一
27 .24% 資本＝5,25Mill.DM
25%超
13）コロニア・ケルン保険株式会社一一一一＋再保険株式会社コロニア
4一一一一一一一一
25%超 資本＝2,lMill.DM
14）ドイツ・ロイド保険株式会社
????
??
?
?
?
?
??
?
?
? ?
?
?
?
ドイツ・ロイド生命保険株式会社
資本＝2,0Nill.DM
15）幸福再保険株式会社
1 .657?/c; 
一一一一→チューリンゲン保険株式会社
‘一一一一一一一一
48.47% 資本＝6,0Mill.DM
86.23% 
16）グラートバッハー火災保険株式一一一一＋グラートバッハ一再保険株式会社
会社 ←一一一
4.89% 資本＝1, OMiill. DM 
25.22% 
17）マグデブルガー火災保険会社 一一一一→ベルリン火災保険アンシュタルト
←一一一一
資本ニ10,0Mill.DM 4.83% 資本ニ7,0Mill.DM
23.15% 
18）マグテーブルガー火災保険会社 一一一一→マグテ。フ、、ルガ一再保険株式会社
モ一一一一一一一
7.95% 資本＝3,3Mill.DM
15.35% 
19）マグデブルガー火災保険会社 一一一一→ヒ、ユルテンベルク火災保険株式会社
唾一一一一一一一一
3.15% 資本＝10,0Mill.DM
25.6% 
20）マグデブルカ。一再保険株式会社一一一→マグテーブルカ。一一般生命年金保険
←一一一株式会社
1.8% 資本＝3,0lMill.DM
21）マンハイム保険会社
100% 
一一一→マンハイム生命保険株式会社
骨一ー一一一一一一
資本＝6,0Mill.DM 3.485% 資本＝2,0Mill.DM
70.3% 
一一一→シュテイン再保険株式会社22）国民一般保険株式会社
一ー一一一一一一一ー
資本＝7,5Mill.DM 14.64% 資本＝l,OMill.DM
100% 
23）ニュールンベルク生命保険株式一一一一＋ニュールンベルク不動産管理株式
会社 ←一一一会社
資本＝2,0Mill.DM 決定的に（massgeblich）資本＝0.4Mill.DM
約48%
24）ビュルテンブルク火災保険株式一一一一→一般年金アンシュタルト生命年金
会社 ←一一一保険株式会社
13% 資本＝4,lMill.DM
? 。
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45.3% 
25）ビュルテンブルク火災保険株式一一一一→ ベルリン火災保険アンシュタルト
会社 ←一一一
45% 資本＝7,OMill.DM 
表 2 保険経済領域外の相互参加
100% 
1 ）株式会社エムス 一一一一→ ボルクマー狭軌鉄道汽船有限会社
4一一一一一一一一
資本＝O,976Mill. DM 13.3% 資本＝0,63Mill.DM
100% 
2 ）マルピナ・ライン事務室有限会社一一一一＋ パナルビーナ世界運送有限会社
費本＝O, 71Mill. DM ←一一一
3 ）バイエルン州旅行有限会社
資本＝28, 8Mill. DM 
15% 資本＝0,5Mill.DM
50%未満
一一一→ ドイツ旅行有限会社
‘一一一一一一一一
7.5% 資本＝l,OMill.DM
4 ) ドイツ・リパイ・・オーエンズ機 50%起
械カマス会社 一一一→ダーブシュ鉱山会社
資本＝28, 8Mill. DM ←一一一
33.3% 資本＝18, OMill. DM 
5 ）ドイツ下水装置・化学産業用岩約80%
石合成物質制作所 一一一→アンナベルク有限会社
資本＝8,0Mill.DM ←一一一一
10% 資本＝6,0Mill.DM
6) FINA精製株式会社 25% 
一一一一→ FINAビツメンベルク有限会社
資本＝40,0Mill.DM ←一一一一一
30% 資本＝6,0Mill.DM
7）フランケン・エネルギー有限会社 50.5% 
一一一→ 大発電所フランケン株式会社
モ一一一一一一
5.6% 資本＝40, OMill. DM 
8）コルパーモール・ユニオン有限 55%
会社 一一一一→綿糸紡績コノレバーモール
資本＝2,lMill.DM ←一一一
76% 資本＝5,0Mill.DM
9 ）コルバーモール・ユニオン有限 68.5%
会社 一一一一→綿糸紡績ウンターハウゼン
4一一一一一一一一
10% 資本＝3,6Mill.DM
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84% 
10）コウノ〈ーモール・ユニオン有限一一一一→紡績織物プハーゼー
会社 ←一一一
14% 資本＝7,2Mill.DM 
30% 
11）メタル株式会社 一一一→スイス・メタルベルク会社
畦一一一一一一一一
資本＝300, OMill. DM 16.07% 資本＝10,0Mill.スイスフラン
45.86% 
12）プロイセン電気株式会社 一一一→中部ドイツ電気株式会社
‘一一一一一一一一
資本＝140,0Mill.DM 1.3% 資本＝48,58Mill. DM 
25% 
13）シュパーベン繊維素株式会社 一一一→ライン藁繊維素株式会社
毛一一一ー一一一一一
資本＝10, OMill. DM 25% 資本＝6,0Mill.DM
lMill.DM 
14）テオドア・キルシュ＆息子達株一一一一→銀行ドクター・フィッシャ一＆コー
式会社 ←一一一
資本＝1,25Mill.DM 100% 資本＝不明
30.2% 
15）ユウノ〈ーラントベルク・オーバ一一一一→フランケン光エネルギー供給株式
一フランケン株式会社 ←一一一会社
12.61% 資本＝6,0Mill.DM
54.5% 
16）西ドイツ工作機械有限会社 一一一一→ボータンーベルク有限会社
唾一一一一一一一一
資本＝2,4Mill.DM 22.6% 資本＝1, 513Mill. DM 
（以下のものは1959年まで） 約55%
17）喜望鉱山会社 一一一一→鉱山会社レオンハルト
唾一一一一一一一一
4000鉱山株 約55% 4000鉱山株
約55%
18）鉱山会社ミッシェル 一一一→鉱山会社ベスタ
骨一一一一一一一一
約55%
表3 アーへン・ミュンヒェン保険グループ
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株会社式霊保険幸 グラ ト オルテJ 株式北費バッハー プルガー
株会社式保生命険 会社保式険株 会株主式i保険災火 保金社険 金社般一保険 株社式全保険 社株会式般保険
5.2% 
????
????
??????? ?ライン・
ウュスト
ファー レ
ン・ロ
イド
??? ?
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↓ 
?????
???????
????????
ザールラン
ド・ユニオン
．レー ナニア
????? ?
